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１．はじめに 

 

近年，都市政策は施設整備や規制だけでなく，様々

なソフト施策を活用する場面が増えてきている．一方，

住民も高度情報化社会になった現在では，立地選択に

関する多種多様な情報を容易に入手でき，それに基づ

いた行動をしている．また，空間情報データの整備が

進み，メッシュ単位における土地利用や国勢調査，事

業所・企業統計調査などのデータが容易に入手可能と

なったため，土地利用に関する詳細な分析ができるよ

うになってきた．以上のように土地利用およびその変

化を予測する環境は大きく変化してきており，それら

に対応した土地利用モデルの開発が必要となっている．

これに対し，筆者らはこれまでに伝統的な立地均衡モ

デルにファジィ推論を導入することで，住民の複雑な

意思決定過程を柔軟に表現した上で，詳細な土地利用

変化を予測できるファジィ土地利用モデルを構築して

きた 1)．本研究では，このモデルを改良し，より現実

的な土地利用およびその変化を予測可能とすることを

目的とする．特に，高齢者の立地選択行動に焦点を当

て，情報提供などによる高齢者移転促進策について分

析した事例を紹介する． 

 

２．既往研究の整理と本研究の位置付け 

 

わが国における土地利用モデルの開発は，1970 年代

後半から始まり，適用実績も多く蓄積された 2)．この

ような時期を経て，80 年代後半から開発されたモデル

には，いくつかの共通特性が見られる．①立地選択行

動をロジットモデルにより表現，②土地市場のモデル 
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化，③都市経済学の理論や一般均衡理論の適用，とい

う共通した方向性に加え，効用水準の推計にはミクロ

経済学に基づいた効用関数，中でも消費者余剰の変化

分を便益とすることのできる準線形効用関数が用いら

れてきた 2)．人々は自身の効用水準に応じた主観的な

行動により居住地選択を行うため，そこには単純な数

式で表現することの難しい曖昧さを含んでいる．人々

の考え方や感じ方の違いを忠実に表現し，非常に複雑

な非線形構造から効用水準を推計することは，土地利

用モデルの信頼性や有用性を向上させ，適用範囲を広

げるために有効である． 

このようなことを考慮するため，著者らはこれまで

従来のロジットモデルを用いた立地均衡モデルにファ

ジィ推論を組み入れたファジィ・ロジットモデル 3)を

構築し，都市政策による土地利用変化の予測を行って

きた 1)．ファジィ推論とは，「もし X が～ならば，Y は

～とする」という形で表現される計算機科学の表現方

法の一つである．例えば，「もし雨が降りそうならば，

傘を持っていく」という人間が日常的に行う認知・判

断の過程を IF／THEN ルールにより柔軟に取り扱うこ

とができる．また，言語変数を用いることにより，曖

昧性を含んだ人間の言葉をそのまま扱うことができる

ことから，人間の曖昧な思考により決定される立地選

択行動や土地供給行動を表現している． 

本研究では，より現実的で詳細な土地利用およびそ

の変化を予測するために，以下に示す点についてモデ

ルの改良を行う．①立地選択を行う際，すべての居住

者が同時に立地場所を変更するという仮定を用いてい

たが，現実には立地場所の選択は人によって異なるた

め，まず現状に満足しきれずに立地変更を決断する人

を抽出し，その人のみが立地選択を行うように改良す

る．②立地変更時期は世帯構成や年齢によって異なる

とともに，世代は常に変化している．ここでは，この

ような時間変化をとらえるために，世代を区分すると

ともに，コーホートモデルなども利用して，逐次的に

多期間の土地利用変化を表現する．③土地利用予測に



は土地利用マイクロシミュレーションモデルを用いた

分析も行われている 4)．本モデルはメッシュ単位の GIS

データを用いることで，政策導入に対する詳細な空間

単位での土地利用変化を予測する．また，多期間に渡

る変化を地区（メッシュ）ごとに取り扱うことで，そ

れぞれの地区特性に応じた詳細な分析や政策の検討な

どが可能となる． 

本研究では，人間の思考や感じ方の変化が土地利用

に及ぼす影響について分析した事例を紹介する．なお

政策分析については，高齢者世代に焦点を当てて行う

ため，65 歳以上の高齢者のみが立地変更するという強

い仮定を置いていることに注意して欲しい． 

 

３．ファジィ土地利用モデルの構築 

 

（１）モデルの概要 

本モデルの概要を図-1 に示す．社会には立地選択を

行う世帯および土地を供給する土地供給者の２主体が

存在するものとする．世帯は，まずファジィ推論を用

いて表現した効用最大化行動により土地の魅力度を決

定する．次に，立地変更するかどうかを決定する行動

を二項ロジットモデルで表現する．そして，立地変更

すると決めた世帯の立地選択行動を多項ロジットモデ

ルで表現する．一方，土地供給者は立地変更する高齢

者に対してどの程度を新たに開発し供給すべきかを決

定する土地供給行動を行う．この過程により求まる土

地需要量と土地供給量が均衡することで各ゾーンの立

地量が決定される．ある時期において均衡状態を満た

すが，再度，各主体が同様の過程を繰り返すことで多

期間に渡る土地利用変化を表現する． 

 

（２）世帯の行動モデル 

世帯は現況に満足しきれない居住者が，より高い魅

力度を得られるゾーンに立地するものとする． 

ａ）効用最大化行動 

世帯の立地選択行動に影響を及ぼす要因となり得る

環境要因に応じた推論ルールとメンバシップ関数から

効用水準 iu が求まる．これをゾーン i における土地の

魅力度と考える．まず，魅力度に影響を与える環境要

因は，各要因に対する考え方や感じ方を既存のアンケ

ート調査結果 5)に基づいて把握し選定する．次に，フ

ァジィ推論ルールは各環境要因が土地の魅力度に及ぼ

す影響を考慮して表現する．高齢者の立地選択行動に

関するファジィ推論ルールを表-1 に示す．特に高齢者 
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図-1 ファジィ土地利用モデルの概要 

表-1 高齢者のファジィ推論ルールの構成 

IF and THEN

1 地価 高 効用 低

2 地価 小 効用 とても低

3 医療サービスの受けやすさ とても高 効用 とても高

4 医療サービスの受けやすさ 高 効用 高

5 医療サービスの受けやすさ 中 効用 中

6 医療サービスの受けやすさ 低 効用 低

7 買い物のしやすさ とても高 効用 とても高

8 買い物のしやすさ 高 効用 高

9 買い物のしやすさ 中 効用 中

10 買い物のしやすさ 低 公共交通に対する利便性 とても高 効用 中

11 公共交通に対する利便性 高 効用 高

12 公共交通に対する利便性 中 効用 中

13 中心部までの距離 短 効用 とても高

14 中心部までの距離 中 公共交通に対する利便性 とても高 効用 中

15 中心部までの距離 長 効用 とても低

16 自然環境 とても高 効用 とても低

17 自然環境 高 高齢者コミュニティ 高 効用 低

18 自然環境 少 効用 とても低

19 災害の危険度 とても高 効用 低

20 住工混在度 とても多 効用 低

21 高齢者コミュニティ 低 効用 低

22 高齢者コミュニティ 高 効用 とても高

23 近所付き合いの無さ 高 地域内コミュニティ 低 効用 低
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図-2 メンバシップ関数の形状（世帯） 

 
の暮らしにおいて不安要因である医療サービスの受け

やすさ(rule3～6)，買い物のしやすさ(rule7～10)につい

て他の要因よりも多くのルールを作成することで，土

地の魅力度に及ぼす影響が大きいことを表現した．最

後に，各環境要因に対する感じ方を表すメンバシップ

関数の形状は，人の選好として常識的なものとなるよ

うに各要因の分布状況を基に図-2 のように決定した． 

ｂ）立地変更決定行動 

各ゾーンの効用 iu と地域内の平均的な効用 iu を式

(1)の二項ロジットモデルに代入するとゾーン i の立地

変更確率が決定する．平均的な効用とは地域内の平均



的な効用水準に移転に対する抵抗感 ic を加味したもの

とする．居住地移転は精神面や肉体面，経済面にかか

る負担が大きいことを考慮するため，持ち家率と移転

費用を用いて抵抗感を表現する．ゾーン i の世代人口

)(tN i を乗じると立地変更人数 )(tNi
� が求まる． 
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ｃ）立地選択行動 

住み替えを決めた世帯は各ゾーンの効用 iu に基づき

居住地を選択する．式(4)の多項ロジットモデルに各ゾ

ーンの効用 iu を代入するとゾーン j に対する居住地選

択確率 ijP が求まる．これに各ゾーンの立地変更人数

)(tN i
� を乗じることでゾーン j の居住人口 )1( �tN j が
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ｄ）土地需要量 

効用関数が微分可能であればロアの定理から土地需

要関数が導出され，土地需要量が求まるが，ファジィ

効用関数では土地需要量を別に推定しなければならな

い．そこで，各ゾーンにおける地価 j� と一人当たりの

土地利用面積の関係を表した土地需要関数を別に定義

し，居住者一人当たりの土地需要量 jq を推定する．こ

れに当該ゾーンの人口増加分を乗じることにより，各

ゾーンの世帯土地需要量 jQ が求まる． 
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（３）土地供給者モデル 

土地供給者は自らの視点から土地供給量を決定する

ものとする． 

ａ）新規開発率 (新規開発規模) 

開発率に影響を及ぼす要因となり得る環境要因に応

じた推論ルールとメンバシップ関数から新規開発率 jr
が求まる．推論ルールやメンバシップ関数の形状は， 

表-2 土地供給者のファジィ推論ルールの構成 

IF and THEN

1 地価 高 開発率 高

2 地価 中 開発率 中

3 地価 低 開発率 低

4 医療サービスの受けやすさ 高 開発率 とても高

5 医療サービスの受けやすさ 中 開発率 中

6 医療サービスの受けやすさ 低 公共交通に対する利便性 とても高 開発率 中

7 買い物のしやすさ 高 開発率 とても高

8 買い物のしやすさ 中 開発率 中

9 買い物のしやすさ 低 公共交通に対する利便性 高 開発率 中

10 中心部までの距離 長 開発率 低

11 中心部までの距離 中 公共交通に対する利便性 高 開発率 中

12 自然環境 中 開発率 中

13 自然環境 低 開発率 低

14 災害の危険度 とても高 高齢者コミュニティ 高 開発率 低

15 住工混在度 とても多 開発率 低

16 高齢者コミュニティ とても高 地域内コミュニティ 高 開発率 低

17 市街化区域 多 開発率 中

18 市街化区域 少 開発率 低

19 区画整理時期 早 開発率 低

20 区画整理時期 中 開発率 中

21 区画整理時期 遅 開発率 とても高
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図-3 メンバシップ関数の形状（土地供給者） 

 
世帯と同様の手法により決定する．土地供給者の推論

ルールを表-2 に示す．メンバシップ関数は開発率を算

出するため，図-3 のように範囲を 0～1 とする． 

ｂ）土地供給量 

各ゾーンにおける住宅用地について，新規開発率と

供給可能面積 jW から土地供給量 jL が求まる． 

jjj WrL ��  (8) 

 

（４）土地需給の均衡 

各ゾーンの世帯の土地需要量と供給者の土地供給量

が一致するように土地市場の価格調整メカニズムが働

き，最終的に各ゾーンの世帯の立地量が決まる． 
 
４．現況再現性の確認 

 

岐阜市を中心とした 23km×16km の区域を対象地域

とし，1km メッシュにて 368 ゾーンに分割する．1995

年を基準として 2000 年を推計した場合の世帯および

土地供給者モデルの現況再現結果を図-4，図-5 示す． 
高齢者の人口増減の推計については，推計誤差が大

きいゾーンがいくつかあるものの，相関係数は 0.80 で

あるため，比較的精度の高い推計を行うことができた

といえる．土地供給者の新規開発率の推計については，

推計精度が低いものの，新規開発規模の推計では相関

係数が 0.81 であるため，ある程度の精度を得ることが



できたといえる．このような現況再現性であることを

前提にして，本モデルを以降の政策分析に用いる． 

 

５．高齢者移転促進策の評価 

 

構築したファジィ土地利用モデルを用いて情報提供

により生じる意識変化が土地利用に及ぼす影響を予測

する．本モデルではファジィ推論を用いることにより

人間の内面を柔軟に捉えることができるため，意識変

化が及ぼす影響を表現することが可能である．ただし，

評価関数（メンバシップ関数）を変化させることによ

り意識変化を捉えるため，従来のような客観的評価を

行うことができない．そこで，意識変化が生じた場合

における，①居住地移転による社会厚生の変化率，②

中心部への移転変化率，という２つの主観的評価指標

を用いて政策の有用性を検討することとする． 

高齢者の暮らしに重要な３要因（医療サービスの受

けやすさ，買い物のしやすさ，中心部までの距離，以

下，医療，買い物，距離と略す）について，単独およ

び組み合わせて情報提供した場合を分析する．ここで

は情報提供により各要因の“小さい” “中ぐらい”という

感覚が現在の 1.5 倍になると仮定し，2000 年を基準に

2005 年の土地利用を予測する． 

予測結果より，移転に対して最も高い効果をもたら

す情報は，医療・買い物・距離の組み合わせであり，

各要因の意識を変化させると最も移転が促進されるこ

とがわかった．この意識変化が土地利用に及ぼす影響

を図-6 に示す．周辺部，特に岐阜環状道路の外側から

内側への移転が多く見られる．郊外への移転も多少見

られるが中心部への移転の割合の方が多い．買い物・

距離だけを組み合わせた情報提供による影響との比較

より，移転を促進させるには医療よりも買い物・距離

の意識を変化させることが有効であることがわかった． 

 

６．おわりに 

 

本研究ではファジィ推論を用いた土地利用モデルを

構築し，高齢者の立地選択行動に焦点を当て，高齢者

移転促進策の評価事例を示した．得られた成果を以下

に整理する．①高齢者の考えに基づいた推論ルールを

構成したことで，より現実的で人間的な立地行動を表

現することが可能になった．②高齢者の中心部への移

転を促進するためには，買い物と距離を組み合わせて

情報提供することが最も効果的であると示された． 
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図-4 世帯モデルの現況再現 
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図-6 情報提供による土地利用変化 

 

本研究ではファジィ土地利用モデルを用いることに

より意識変化が移転に及ぼす影響を把握できたといえ

るが，モデルの妥当性の確認については未だ不十分な

状態である．したがって今後の課題としては，①モデ

ルの適用範囲を確認し，モデル自体の妥当性を明らか

にする．特に通常の都市政策に対する評価を行い，こ

れと比較する必要がある，②土地供給者モデルの改良

や商業系企業モデルの導入を行うことで，より現実的

な土地利用モデルを構築する，などが挙げられる． 
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